
（総則）
第１条 令和７年度西原村中央簡易水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）
第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）給水戸数 2,000 戸
（２）年間総給水量 560,000 m3
（３）1日平均給水量 1,534 m3
（４）主要な建設改良事業 10,359 千円

（収益的収入及び支出）
第３条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

    第１款  水道事業収益 98,973 千円
       第１項  営業収益 82,904 千円
       第２項  営業外収益 16,068 千円
       第３項  特別利益 1 千円

    第１款  水道事業費用 100,115 千円
       第１項  営業費用 89,846 千円
       第２項  営業外費用 9,218 千円
       第３項  特別損失 51 千円
       第４項  予備費 1,000 千円

（資本的収入及び支出）
第４条  資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額18,920千円は、引継金で補填する
　　　　ものとする。）。

    第１款  資本的収入 25,363 千円
       第１項  企業債 9,000 千円
       第4項  他会計補助金 16,363 千円

    第１款  資本的支出 44,283 千円
       第１項  建設改良費 10,359 千円
       第２項  固定資産 967 千円
       第３項  企業債償還金 32,957 千円
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令和７年度 西原村中央簡易水道事業会計予算

支　　　　出
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（企業債）
第５条  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）
第６条  一時借入金の限度額は、50,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第７条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第８条  次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、
　　　　　議会の議決を経なければならない。

（１）職員給与費 9,005 千円

（他会計からの補助金）
第９条  一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、18,052千円である。

（たな卸資産の購入限度額）
第１０条  たな卸資産の購入限度額は、 1,518 千円とする。

令和7年3月6日提出

熊本県阿蘇郡西原村長
吉　井　　　誠
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限度額 起債の方法 利率 償還の方法

簡易水道施設建設
改良事業

９，０００千円
証書借入

または
証券発行

　年5.0％以内（ただし、利率見直し方式で借り入
れる資金について、利率の見直しを行った後に
おいては、当該見直し後の利率）

　政府資金については、その融資条件により、銀
行その他の場合にはその債権者と協定するもの
による。ただし、企業財政の都合により据置期間
及び償還期限を短縮し、又は繰上償還もしくは
低利に借換えすることができる。

起債の目的
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令和７年度 西原村中央簡易水道事業会計予算実施計画

給与費明細書

予　算　に　関　す　る　説　明　書

債務負担行為に関する調書
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令和７年度 西原村中央簡易水道事業会計予定貸借対照表（当年度分）
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令和６年度 西原村中央簡易水道事業会計予定損益計算書（前年度分）

令和７年度 西原村中央簡易水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

令和６年度 西原村中央簡易水道事業会計予定貸借対照表（前年度分）

令和７年度 西原村中央簡易水道事業会計方針



1 水 道 事 業 収 益 98,973
1 営 業 収 益 82,904

1 給 水 収 益 70,000
2 そ の 他 営 業 収 益 12,904

2 営 業 外 収 益 16,068
1 受取利息及び配当金 100
2 消 費 税 還 付 金 1
3 長 期 前 受 金 戻 入 9,478
4 雑 収 益 4,800
5 他 会 計 補 助 金 1,689

3 特 別 利 益 1
1 固 定 資 産 売 却 益 1

1 水 道 事 業 費 用 100,115
1 営 業 費 用 89,846

1 16,441
2 14,347
3 20,021
4 39,036
5 1

2 営 業 外 費 用 9,218
1 859
2 6,798
3 1,561

3 特 別 損 失 51
1 1
2 50

4 予 備 費 1,000
1 1,000

支払利息及び企業債取扱諸費
消 費 税
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令和７年度 西原村中央簡易水道事業会計予算実施計画

予 備 費

配 水 及 び 給 水 費
総 係 費

雑 支 出

収　益　的　収　入　及　び　支　出
（収　入）

項 目

備　　　　考

款

款 項 目 予定額（千円）

（支　出）

原 水 及 び 浄 水 費

備　　　　考予定額（千円）

減 価 償 却 費

過 年 度 損 益 修 正 損
固 定 資 産 売 却 損

資 産 減 耗 費



1 資 本 的 収 入 25,363
1 企 業 債 9,000

1 企 業 債 9,000
4 他会計補助金 16,363

1 他 会 計 補 助 金 16,363

1 資 本 的 支 出 44,283
1 建 設 改 良 費 10,359

1 配 水 設 備 工 事 費 5,359
2 原 水 設 備 工 事 費 5,000

2 固 定 資 産 967
1 固 定 資 産 購 入 費 967

3 企業債償還金 32,957
1 企 業 債 償 還 金 32,957

（支　出）

資　本　的　収　入　及　び　支　出

（収　入）
款

備　　　　考款 項 予定額（千円）

備　　　　考予定額（千円）目
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目

項



（単位：円）
1

（△は純損失） 2,016,428
39,036,000

0
（△は減少） 0

△ 9,478,000
△ 100,000

859,000
（△は増加） 0
（△は減少） △ 1,193,273

31,140,155
100,000

△ 859,000

30,381,155

2
△ 10,336,364

16,363,000

6,026,636

3
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 9,000,000
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 32,957,000

△ 23,957,000

4
5 221,276,740
6 233,727,531

（　令和　7年　4月　1日　から　令和　8年　3月　31日まで　）

資 金 増 加 額

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

業務活動によるキャッシュ・フロー

利 息 の 受 取 額
小 計
未 払 金 の 増 減 額

資 金 期 末 残 高

利 息 の 支 払 額

資 金 期 首 残 高
12,450,791

未 収 金 の 増 減 額

受 取 利 息
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当 年 度 純 利 益
減 価 償 却 費

長 期 前 受 金 戻 入 額

貸 倒 引 当 金 の 増 減 額

令和７年度 西原村中央簡易水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

賞与･法定福利費引当金の増減額

支 払 利 息

有形固定資産の取得による 支出

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

国 庫 補 助 金 等 に よ る 収 入



1 総括

本 （1） 1 4,660 0 2,824 7,484 1,521 9,005
年 0 0 0 0 0 0 0
度 （1） 1 4,660 0 2,824 7,484 1,521 9,005
前 （1） 1 2,810 1,036 2,887 6,733 1,753 8,486
年 0 0 0 0 0 0 0
度 （1） 1 2,810 1,036 2,887 6,733 1,753 8,486
比 0 1,850 △ 1,036 △ 63 751 △ 232 519

0 0 0 0 0 0 0
較 0 1,850 △ 1,036 △ 63 751 △ 232 519

区 分
本 年 度 320 120 248 1,501 290 335 10 2,824
前 年 度 320 120 200 1,587 290 360 10 2,887
比 較 0 0 48 △ 86 0 △ 25 0 △ 63

ア 会計年度任用職員以外の職員

区 分
本 年 度 320 120 248 1,320 290 335 10 2,643
前 年 度 320 120 200 1,187 290 360 10 2,487
比 較 0 0 48 133 0 △ 25 0 156

（単位：千円）
時 間 外 勤 務 手 当 期 末 勤 勉 手 当 住 居 手 当 児 童 手 当 そ の 他 手 当
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合 計

194

6,944
6,750

5,733

△ 242
1,453
1,211

手 当 の 内 訳

比 較
前 年 度

扶 養 手 当 通 勤 手 当

0
0

区 分
給 与 費

合 計
損 益 勘 定 支 弁 職 員

給 料 計手 当 等

本 年 度

資 本 勘 定 支 弁 職 員

1

手 当 の 内 訳

括弧書き内は、会計年度任用職員の人数の外書きである。

0
報 酬

注）法定福利費には、法定福利費引当金繰入額を含む。
(単位：千円)

区 分
職 員 数
特 別 職

報 酬

住 居 手 当

損 益 勘 定 支 弁 職 員
資 本 勘 定 支 弁 職 員

損 益 勘 定 支 弁 職 員

(単位：千円)

合 計そ の 他 手 当児 童 手 当

法 定 福 利 費 合 計

期 末 勤 勉 手 当

2,643
手 当 等

法 定 福 利 費 合 計

通 勤 手 当 時 間 外 勤 務 手 当

一 般 職

合 計

資 本 勘 定 支 弁 職 員
合 計

注）本年度一般職内の会計年度任用職員１名は、一般会計業務と兼務している。

（単位：千円）

10 5,297

計

注）手当等には、賞与引当金繰入額を含む。

注）期末勤勉手当には、賞与引当金繰入額を含む。

0 0

0

給 与 費

280
2,810
3,090

給 料

436156
2,487

給　与　費　明　細　書

職 員 数
特 別 職 一 般 職

扶 養 手 当



イ 会計年度任用職員

区 分
本 年 度 0 0 0 181 0 0 0 181
前 年 度 0 0 0 400 0 0 0 400
比 較 0 0 0 △ 219 0 0 0 △ 219

2 給料及び手当の増減額の明細
増 減 額

給与改定に伴う増減分 0
普通昇給に伴う増加分 280
昇給期間短縮に伴う増加分 0
その他の増減分 1,570 会計年度任用職員（FL）新規雇用
制度改正に伴う増減分 0
その他の増減分 △ 63 時間外 48、期末・勤勉 △86、児童 △25

3 給料及び手当の状況
（1） 職員1人当たりの給与

平均給料月額（円） 256,400
令和 7 年4月1日現在 平均給与月額（円） 346,400

平均年齢（歳） 31.0
平均給料月額（円） 232,400

令和 6 年4月1日現在 平均給与月額（円） 322,400
平均年齢（歳） 30.0

注）会計年度任用職員を除く。

(単位：千円)

手 当 の 内 訳

扶 養 手 当 通 勤 手 当 時 間 外 勤 務 手 当 期 末 勤 勉 手 当

一 般 職

説       　   明増 減 事 由 別 内 訳 備 考

区                    分

△ 63手　　　当

1,850給　　　料

区　　　分

住 居 手 当 児 童 手 当 そ の 他 手 当 合 計

1,736
315 10 325

400 1,436
310 2,061

注）本年度会計年度任用職員１名は、一般会計業務と兼務している。

前 年 度 0 1 0 1,036 300
比 較 0 0 1,570 △ 1,036 △ 219

本 年 度 0 1 1,570 0 181 1,751

区 分
職 員 数

（単位：千円）
給 与 費

法 定 福 利 費 合 計
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特 別 職 一 般 職 給 料 報 酬 手 当 等 計



（2） 初任給

188,000

220,000

（3） 級別職員数

級
1級
2級 1 100
3級
4級

令和 7 年4月1日現在 5級
6級
計 1 100
1級
2級 1 100
3級
4級

令和 6 年4月1日現在 5級
6級
計 1 100

注）会計年度任用職員を除く。

（単位：円）

区                    分

令和

一          般          職

一般職 一般会計の制度
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大  学  卒

区                    分 職員数（人）

7
高  校  卒

年4月1日現在
188,000

220,000

構成比（％）



単位：千円

国県
支出金

企業債 その他

2,303

6,500

前年度末までの
支払義務発生(見込)額

当該年度以降の
支払義務発生予定額

期間 金額
限度額

金額

水道ＣＡＤシステム
リース料

2,735 令和6年度 288

債務負担行為に関する調書

事　項
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簡易水道水理検討
更新業務委託

6,500 令和6年度 0 令和７年度 6,500

期間

左の財源内訳

令和７年度
～

令和10年度
2,303



円 円 円
1

2

3
（１）受取利息及び配当金
（２）長期前受金戻入
（３）雑収益
（４）他会計補助金

4
（１）支払利息及び企業債取扱諸費
（２）雑支出

5
（１）過年度損益修正益

6
（１）過年度損益修正損

特 別 利 益

（３）受託工事費
（２）配水及び給水費

9,891,182

64,165,000

（１）原水及び浄水費

12,754,545
0

37,612,000
0
0

13,162,882

営 業 外 収 益

（７）その他営業費用
（６）資産減耗費
（５）減価償却費
（４）総係費

15,978,000

14,000
9,478,000

3,907,273

23,372,273

経 常 利 益

87,537,273

（　令和　6年　4月　1日　から　令和　7年　3月　31日まで　）

営 業 費 用

営 業 利 益

令和６年度 西原村中央簡易水道事業会計予定損益計算書（前年度分）

24,420,909
0

63,116,364

（３）その他営業収益
（２）受託工事収益
（１）給水収益

37,278,155

0

営 業 外 費 用

特 別 損 失

1,560,118 2,815,118

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 純 利 益

470,000

1,213,000
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1,255,000

36,535,155

470,000

1,213,000

37,278,155

470,000

4,805,000
1,681,000

1,213,000

営 業 収 益



円 円 円 円
資    産    の    部

1

（1）
イ．土地
ロ．建物
      建物減価償却累計額
ハ．構築物
      構築物減価償却累計額
ニ．機械及び装置
      機械及び装置減価償却累計額
ホ．車両及び運搬費
      車両及び運搬費減価償却累計額
へ．工具器具及び備品
      工具器具及び備品減価償却累計額
ト．  建設仮勘定 0

（2）
イ．水利権
ロ．電話加入権

2
（1）
（2）
（3）
（4）

221,276,740

有形固定資産

△ 7,177,032
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△ 192,897
595,883,319

11,362,295

4,647,703
4,840,600

（令和７年３月３１日）
令和６年度 西原村中央簡易水道事業会計予定貸借対照表（前年度分）

0

△ 30,200,678
60,856,987

△ 25,418 31,065

0

0

233,819,032

635,423,184

19,525

0

56,483

35,500
△ 15,975

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

0

未 収 金

流 動 資 産
現 金 ・ 預 金

前 払 金
貯 蔵 品

11,700,000

869,242,216

842,292

無形固定資産

565,682,641

53,679,955

固 定 資 産

635,423,184有 形 固 定 資 産 合 計



円 円 円 円
負    債    の    部

3
（1）
（2）

4
（1）
（2）
（3）

イ．賞与引当金
ロ．法定福利費引当金

5
（1）
（2）

資    本    の    部
6

（1）
イ．固有資本金
ロ．組入資本金

7
（1）

イ.他会計繰入金
ロ．国・県補助金
ハ．その他資本剰余金

（2）
イ．減債積立金
ロ．利益積立金
ハ．建設改良積立金
ニ．当年度未処分利益剰余金
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△ 9,478,000

0
98,125,239

流 動 負 債
固 定 負 債 合 計

固 定 負 債
企 業 債

98,125,239
引 当 金

引 当 金
397,000
83,000

514,581,980

32,956,045

514,581,980

179,609,302

39,647,540

0

流 動 負 債 合 計
繰 延 収 益

長 期 前 受 金
長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

企 業 債

480,000

317,382,081

未 払 金 6,211,495

0
0

剰 余 金
資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

0

37,278,155

189,087,302

0
0

37,278,155

551,860,135

0

0

37,278,155

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計 869,242,216

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資 本 金
自 己 資 本 金

資 本 金 合 計



円 円 円 円
資    産    の    部

1

（1）
イ．土地
ロ．建物
      建物減価償却累計額
ハ．構築物
      構築物減価償却累計額
ニ．機械及び装置
      機械及び装置減価償却累計額
ホ．車両及び運搬費
      車両及び運搬費減価償却累計額
へ．工具器具及び備品
      工具器具及び備品減価償却累計額
ト．  建設仮勘定

（2）
イ．水利権
ロ．電話加入権

2
（1）
（2）
（3）
（4）
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0

前 払 金 0

流 動 資 産 合 計 246,269,823

資 産 合 計 852,993,371

固 定 資 産 合 計 606,723,548

流 動 資 産
現 金 ・ 預 金 233,727,531
未 収 金 11,700,000
貯 蔵 品 842,292

3,550
0

有 形 固 定 資 産 合 計 606,723,548

無形固定資産
0
0

無 形 固 定 資 産 合 計 0

有形固定資産
11,802,295

4,840,600
△ 385,794 4,454,806

605,300,592
△ 60,712,025 544,588,567

61,336,078
△ 15,467,395 45,868,683

56,483
△ 50,836 5,647

35,500

( 令 和 8 年  3月 31日)
令和７年度 西原村中央簡易水道事業会計予定貸借対照表（当年度分）

固 定 資 産

△ 31,950



円 円 円 円
負    債    の    部

3
（1）
（2）

4
（1）
（2）
（3）

イ．賞与引当金
ロ．法定福利費引当金

5
（1）
（2）

資    本    の    部
6

（1）
イ．固有資本金
ロ．組入資本金

7
（1）

イ.他会計繰入金
ロ．国・県補助金
ハ．その他資本剰余金

（2）
イ．減債積立金
ロ．利益積立金
ハ．建設改良積立金
ニ．当年度未処分利益剰余金

資 本 合 計 553,876,563

負 債 資 本 合 計 852,993,371

480,000

利 益 剰 余 金
0
0
0

39,294,583
利 益 剰 余 金 合 計 39,294,583
剰 余 金 合 計 39,294,583

資 本 金 合 計 514,581,980

剰 余 金
資 本 剰 余 金

0
0
0

資 本 剰 余 金 合 計 0

繰 延 収 益 合 計 186,494,302

負 債 合 計 299,116,808

資 本 金
自 己 資 本 金

514,581,980
0

397,000
83,000

流 動 負 債 合 計 38,453,312
繰 延 収 益

長 期 前 受 金 205,450,302
長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額 △ 18,956,000

0
固 定 負 債 合 計 74,169,194

流 動 負 債
企 業 債 32,955,090
未 払 金 5,018,222
引 当 金

固 定 負 債
企 業 債 74,169,194
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引 当 金



1 重要な会計方針

地方公営企業会計基準を適用して財務諸表等を作成している。
1 　資産の評価基準及び評価方法

　　・ 先入先出法による原価法

2 　固定資産の減価償却の方法
（1）
　　・

　　・

構 築 物

3 　引当金の計上方法
（1）

（2）

（3）
　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等により回収不能見込額を計上することになっているが、実績率が無いため計上しない。

4 　消費税及び地方消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によって行っている。
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給付引当金を計上しない。
賞与引当金及び法定福利費引当金

8 ～ 15 年
4 ～ 6 年

10 ～ 40 年
建 物 35 ～ 38 年

定 額 法

　職員の退職手当は、退職手当組合に対する毎事業年度に支払う一定の負担金を除き、全額一般会計において措置することとなっているため、退職
退 職 給 付 引 当 金

令和７年度 西原村中央簡易水道事業会計方針

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 の 方 法

主 な 耐 用 年 数

器 具 及 び 備 品
機 械 及 び 装 置

た な 卸 資 産

貸 倒 引 当 金

　職員の期末勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込み額に基づき、当事業年度の負担に
属する額（12月から３月までの４ケ月分）を計上している。



収入
本年度 前年度 比較 予定額

1.水道事業収益 98,973 88,055 10,918
1.営業収益 82,904 77,292 5,612

1.給水収益 70,000 65,000 5,000
1.料金収入 70,000 水道料金収入

2.その他営業収益 12,904 12,292 612
2.手数料 230 開閉栓及び給水工事・材料検査手数料 200

督促手数料 30
3.工事申込金 11,237 加入金

4.他自治体負担金 1,437 水道施設管理負担金 1,200
水道加入負担金 237

2.営業外収益 16,068 10,542 5,526
1.受取利息及び配当金 100 1 99

1.預金利息 100

2.消費税還付金 1 1 0
1.消費税還付金 1 消費税還付金

3.長期前受金戻入 9,478 9,478 0
1.長期前受金戻入 9,478 長期前受金収益化戻入

４.雑収益 4,800 1 4,799
1.雑収入 4,800 応急給水対応寄附金

５.他会計補助金 1,689 1,061 628
1.他会計補助金 1,689 一般会計繰入金（災害復旧事業債利息） 5

一般会計繰入金（児童手当） 202
一般会計繰入金（公営企業会計適用債） 1,482

3.特別利益 1 221 △ 220
１.固定資産売却益 1 0 1

1.固定資産売却益 1 固定資産売却費

2.過年度損益修正益 0 221 △ 221
1.過年度損益修正益 0

令和７年度 西原村中央簡易水道事業会計予算明細書

(単位：千円)

（収益的収入及び支出）

節

預金利息

款・項 説　　　　明
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目



支出
本 年 度 前 年 度 比 較 予 定 額

1.水道事業費用 100,115 78,337 21,778
1.営業費用 89,846 74,633 15,213

1.原水及び浄水費 16,441 15,666 775
1.手数料 1,734 水質検査手数料 1,431

腸内細菌検査手数料 3
水道施設清掃手数料 300

2.動力費 11,565 水源地施設低圧電力（動力）費

3.修繕費 1,000 水源地施設等修繕費

4.光熱水費 91 電気料金（従量電灯）

9.使用料 2,051 医王寺水源用地賃借料 43
災害時等発電機使用料 2,008

2.配水及び給水費 14,347 6,681 7,666
1.委託料 3,253 電気計装設備保守点検委託料 869

配水池不断水清掃業務委託料 869
水道メーター検針委託料 1,515

2.光熱水費 173 電気料金（従量電灯）

3.修繕費 5,539 配水池施設等修繕費 2,000
修理量水器費 679
減圧弁整備修繕費 2,860

4.使用料 526 九州電力共架料 16
災害時等発電機使用料 510

5.動力費 1,106 配水池施設低圧電力（動力）費

6.備消耗品費 250 次亜塩素酸ソーダ購入費

9.材料費 991 配水管布設材料費 300
漏水修理材料費 691

10.手数料 2,509 量水器交換手数料

3.総係費 20,021 14,674 5,347
1.給料 4,660 企業職員給 3,090

会計年度任用職員給（FL） 1,570
2.手当 2,384 扶養・通勤・時間外・期末・勤勉・特殊勤務

児童・住居手当 2,203
会計年度任用職員期末・勤勉手当 181

4.法定福利費 1,430 企業職員共済組合負担金等 1,120
会計年度任用職員法定福利費 310

節 説　　　　明
(単位：千円)
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目款・項



本年度 前年度 比較 金額
5.旅費 31 普通旅費

6.備消耗品費 645 事務用品費 300
検針用ロール紙 345

7.燃料費 90 燃料費

8.印刷製本費 9 決算書印刷代

9.通信運搬費 650 通知発送切手代等 400
インターネット・プロバイダー料 250

10.委託料 7,985 水理検討更新業務委託料 6,500
公営企業会計支援業務委託料 1,485

11.使用料及び賃借料 1,047 中央監視システム電波使用料 2
公営企業会計システムASP使用料 449
高速道路・駐車場等使用料 20
水道CADシステムリース料 576

12.手数料 222 金融機関口座振込・窓口払手数料 210
庁車車検代行等手数料 12

14.食糧費 10 食糧費

15.負担金 209 熊本県簡易水道協会会費負担金 30
くまもと地下水財団負担金 179

16.保険料 29 水道施設等保険料 9
庁車自賠責保険料 20

18.修繕費 80 庁車等修繕費

19.公課費 9 庁車重量税

20.報酬 0

21.賞与引当金繰入額 440 賞与引当金繰入額（R7年12月～3月）

22.法定福利費引当金 91 法定福利費引当金繰入額（R7年12月～3月）
　　繰入額

4.減価償却費 39,036 37,612 1,424
1.固定資産減価償却費 39,036 固定資産減価償却費

5.資産減耗費 1 0 1
1.固定資産除却費 1 固定資産除却費
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款・項 節
(単位：千円)

説          明目



本年度 前年度 比較 金額
2.営業外費用 9,218 2,184 7,034

1.支払利息及び 859 1,170 △ 311
　企業債取扱諸費 1.支払利息 859 簡水債利子 676

公営企業災害復旧事業債利子 6
公営企業会計適用債利子 177

2.消費税 6,798 1,014 5,784
1.消費税 6,798 消費税及び地方消費税

３.雑支出 1,561 0 1,561
1.雑支出 1,561 仮払消費税・地方消費税費用化等調整額

3.特別損失 51 520 △ 469
1.固定資産売却損 1 0 1

1.固定資産売却損 1 固定資産売却損

2.過年度損益修正損 50 520 △ 470
1.過年度損益修正損 50 過年度水道料過誤納還付金

4.予備費 1,000 1,000 0
1.予備費 1,000 1,000 0

1.予備費 1,000

節 説          明
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(単位：千円)

目款・項



収入
本年度 前年度 比較 金額

1.資本的収入 25,363 61,361 △ 35,998
1.企業債 9,000 45,000 △ 36,000

1.企業債 9,000 45,000 △ 36,000
1.企業債 9,000 簡易水道施設建設改良事業（簡易水道事業債）

4.他会計補助金 16,363 16,361 2
1.他会計補助金 16,363 16,361 2

1.他会計補助金 16,363 一般会計繰入金（災害復旧事業債元金）

支出
本年度 前年度 比較 金額

1.資本的支出 44,283 82,587 △ 38,304
1.建設改良費 10,359 50,767 △ 40,408

1.配水設備工事費 5,359 31,526 △ 26,167
2.工事請負費 5,359 役場・堤下線配水管布設工事 2,759

配水池施設緊急対応工事 2,600
2.原水設備工事費 5,000 19,241 △ 14,241

2.工事請負費 5,000 水源地施設緊急対応工事
2.固定資産 967 300 667

1.固定資産購入費 967 300 667
1.備品 527 量水器費

2.土地購入費 440 土地購入費

3.企業債償還金 32,957 31,520 1,437
1.企業債償還金 32,957 31,520 1,437

1.元金償還金 32,957 簡水債元金 14,075
公営企業災害復旧事業債元金 16,364
公営企業会計適用債元金 2,518

（資本的収入及び支出）

款・項

款・項 目

目 節

(単位：千円)
説          明

(単位：千円)
説          明

節
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